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なんだと、地域のみなさんが言ってくださった。それに応えるためには、われわれの体質

を強くしなければいけません。いろいろな問題がありますが、本日の全国大会をきっかけ

として、具体的に前へ展開していくように、建専連の皆さまにも、お願いをしたいと思い

ます。 

◆若者の入職には、保護者の理解が必要 

蟹澤 小島先生に、先ほどの求人票の話はとてもよかったので、もう１つおうかがいし

ます。建設業の側にいると、東日本大震災でものすごい活躍をした話とか、福井さんもお

っしゃったようにこの仕事にはやりがいがあるという話は、当然のこととして理解されて

いるのですが、工業高校の教育者の側からご覧になって、それはどの程度伝わってきてい

ますか。僕も大学で教えていますが、教育者の立場で見ているとその部分が伝わってきづ

らいと感じていますが、いかがでしょうか。伝わってきづらいとしたら、どういうふうに

したらもっと伝わってくるのか。そのためにいろいろ試みられていることも含めて、お話

をお願いします。 

小島 私の学校がある千葉県旭市は、東日本大震災の被災地です。一般的に被災地は茨

城県までという感があるようですが、千葉県旭市も津波で13名が亡くなっており、そこが

まさに私たちの学校の地元です。そうすると、公共団体が土木の初級職としてうちの卒業

生をほしがります。というのは、やはり震災対応を考えると、すみずみの裏道までわかっ

ている地元の卒業生が絶対必要だからです。そういう卒業生を採用して10年20年かけて育

てていくのが、町づくりであり、町の安全を担保することだというので、旭市、銚子市、

それから匝瑳市といったところから多くの問い合わせをいただいています。災害を体験し

たことで地元の人たちが、高校生が土木建築を勉強するのは、自分たちの町づくりへと返

ってくることなのだと実感しているのは、大きいことだと思います。 

それ以外のことでは、やはり保護者の教育をしっかりやっていかないといけないと思

います。大学を出てすぐに教師になったので建設業界を知らない工業高校の先生のための
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教育を、富士教育訓練センターでご支援いただいていますが、愛知県建設業協会では、ツ

アーバスを連ねて30名ほどの保護者を富士教育訓練センターへ連れて行き、見学会を開催

しているとも聞いています。また、地方によっては工業高校以外の保護者や先生も対象に、

建設現場の見学を企画しているという話も聞いています。やはり子どもの背中を押すのは

最後は母親なので、母親をしっかりと建設業界の味方につけないと、なかなか入職には結

びつきません。特に18歳の子どもたちをこの業界に導くには、親の理解と後押しがないこ

とには、少しむずかしいのではないかと思います。そういう点は、各地方の建設業協会な

どからのご支援があると、少し変わってくるのではないでしょうか。 

蟹澤 ありがとうございました。生徒への実習だけでなく、いろいろな人に実際に体験

してもらうことで建設業界への入職をアピールするというのは、菅井さんも富士教育訓練

センターで苦労してやっておられると思いますが、先ほどご紹介いただいた以外にも何か

試みていることやお考えのことはありますでしょうか。 

菅井 いろいろなことを、この16年間やりました。やはり、やり続けることが大事だと

実感します。 

今お話にあった愛知県建設業協会の保護者見学会が始まったのは、今から４年前です。子

どもたちが富士教育訓練センターで教育を受けているから、わが子をみんなで見に行きまし

ょうという趣旨で、父兄に来ていただきました。最後に父兄のみなさんにアンケートをとっ

て、さあ、いい結果が出るだろうと期待して集計してみたら、わが子を建設業界に就職させ

たくないという回答が100パーセントという結果が出たんです。私はちょっとがっかりしま

した。愛知県建設業協会さんにも、今後も見学会を続けるかという問いかけをしたところ、

継続を希望されたので、その後も続けることにしました。するとこの４年間で、父兄の気持

ちがだんだん変わっていったのです。「実際に建設業界で働く人たちが子どもたちを教育し

てくれている、こんなに真剣に建設業界の人たちが人づくりをしているというのが初めてわ

かりました」と言ってくれたり、あるいは、父兄が当センターのパンフレットを10部ほど持

ち帰っていいかとおっしゃるので、どちらへ持っていくのかを尋ねたら、学校の先生に見せ

て話をするとのことでした。こんなところまで反応が変わってきたのです。 
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◆助成金制度で人材育成のバックアップを 

菅井 工業高校・専門学校の生徒、大学の学生、それから学校の先生たちが、富士教育

訓練センターでの研修を希望するようになりましたが、費用の問題は常にネックになりま

す。そこで、平成22年のことですが、私たちは国に助成金制度のお願いをしました。各県

ごとでも結構ですから、助成金を出してほしい、私たちが汗をかいて人づくりしますから、

というお願いです。この交渉をしたところ、厚労省から建設業人材育成支援助成金が支給

されることになりました。人材育成事業にかかった費用の３分の２に相当する額を助成し

てくれる制度で、支給上限が800万円でしたが、その上限額いっぱいの助成金を出してく

れました。この制度のおかげで、私たちは人づくりに汗をかけるようになりました。 

今、８つの県の建設業協会からも約300名の受講者が来ていますが、実は受講を希望し
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ている生徒は80名から90名もいます。しかし、予算に限りがあって40名までしか当センタ

ーに送れないため、半分の生徒は参加できないのです。この参加できない生徒を、建設業

人材育成支援助成金を使って参加させる方法を昨年からとっています。国交省、厚労省、

文科省の３省も、私たちが平成９年からやっている取組みに対して、少しわかってくれる

ようになったのか、若年者に対する助成金を来年度も少し増やしたと、厚労省の担当者か

ら言われました。今後もここにお金を使っていただきたいと思います。今いちばん困って

いるのは、若い人が入ってこないことですから、入るきっかけづくりが大事です。それに

は諦めずに執着して取り組まないと変わっていかないと思っています。 

だからこそ、全建も日建連もこうしてタッグを組んで協力してくれています。先日、日

建連に打ち合わせに行ったとき、学校の先生の実習のための費用を日建連が半額負担する

と申し出てくださいました。私は嬉しかったです。おかげさまで業界の人たちに、「もし

学校の先生の教育を考えているのだったら、日建連さんが半額出してくれるから一緒に参

加しましょうよ」と、声をかけて回れるようになりました。平成25年３月までこの予算の

仕組みはつくってありますから、希望する方は、当センターに声をかけてください。 

今は苦しいけれど少しでも前に進みながら、明るい建設業ができあがったら嬉しいと思

っています。 

蟹澤 ありがとうございました。日建連からの補助金の話も出ましたが、先の「提言」

以降、何か新しくお考えのことがありましたら、教えていただけますでしょうか。 

山下 日建連で、年収600万円以上を確保しようと掲げたのは、優良な職長さんがそれだ

けの年収を確保できれば、「ああいう人はかっこいいし、しかもきちっと生活できている」

と、若い人がそういう人に憧れてこの業界に入ってきてくれるだろうということからです。

では、具体的に年収600万円をどうやって保証していくかですが、各ゼネコンで、基本的

には基幹技能者に登録していることが前提ですが、優良技能者を認定してもらって、その

人に１日いくらという形で、職長手当を支給してもらっています。ゼネコンによって5,000

円のところもあれば3,000円のところ、500円というところもありますが、3,000円以上だと

１カ月で相当の額になります。職長手当を支給する企業は年々増えてきていまして、何ら
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かの形で実施しているところは日建連加盟企業では、13社になっています。わりあい横並

びの業界ですから、よその企業がやっていると、うちも職長手当を出さないといい職人さ

んが来ないのではないかという危惧をもって、制度導入を検討してくれますので、多少変

化も出てきているところです。 

教育の問題については、昔は各企業内に左官学校などがあったわけですが、今はとて

もそれは無理です。１つの企業で職人を育成するシステムはもうほとんど破綻している。

だったら、みんなで力を合わせて育てていくしかありません。国にとって建設業はなくて

はならない産業です。企業がみんな淘汰されてなくなってしまったら、国土を守ることが

できないのだから、国もそのことをよく考えて建設業を育てる施策をしてほしいのですが、

ゼネコンもサブコンもみんなで力を合わせて建設業を育てる方法を考えていかなくてはな

りません。そのためには、協力して教育に力を注ぐ。富士教育訓練センターもありますが、

各県にある訓練校をしっかり運用するとか、方針をもっとはっきりと打ち出してやってい

く必要があると思います。ですから、ぜひ、本日のような場で積極的に提言を出していた

だいて、みんなで協力して進むべき方向性を見い出していけたらいいと思っています。 

蟹澤 ありがとうございました。日建連とか建専連とかいう線引きをせずに、これは大

事な問題だから一緒に国や世論に訴えていこうじゃないかというご提案だったと思います。

すでに協同組合という形で実行していることもありますが、それに対して、ゼネコンなり

国なりに、具体的にどういうことをしていただくと効果的かについて、意識を共有できれ

ばと思います。福井さんはこの点について何かお考えがありますか。 

福井 広島建設アカデミーでは平成19年から工業高校での出前講座を始めて、現在は３

校でやっていますが、これは工業高校の１人の先生とつながることで実現したものです。

各県に文科省管轄の教育委員会がありますが、これがまったくのブラックボックスで、実

態がわからない上に、われわれにはいっさい協力的ではない。われわれが高校での講座を

進めていく上では、国交省のご理解がいただけて、予算をつけてもらえました。また、厚

労省も予算をつけてくださいました。工業高校３校に授業に行って、のべ人数でいうと毎

年100人近い人間が動いていますが、各校からいただくのは３万円です。われわれも工業
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高校に行って利益を上げようというつもりもないですし、ただ単に建設業の仕事を理解し

てほしい、若い子らにわれわれの仕事を見てほしいという思いだけでやっていますが、も

う少し文科省には理解をしていただきたいとは思いますし、われわれと一緒に建設技能者

の育成に取り組んでいくという意思表示を、何らかの形で示してほしいです。国交省、厚

労省、文科省の３省が一体となって支援していただきたいという思いは、非常にあります。 

高校での出前講座を進めていくなかで、工業高校の先生からお礼を言われました。左

官技能士ととび技能士に関しては３級の資格試験は高校生でも受けられるのですが、工業

高校の先生が学校説明で近隣の中学校を回ったときに、この技能職の資格が取れることが

非常にアピールポイントになって、入学希望者が増えたというのです。その子らが本当に

われわれの職種に来るかどうかはまた別問題ですが。ほかの工業高校との差別化ができる

と先生方からお礼をいただいたということは、子どもたちの間にも技能職への関心がある

ということではないかと思います。 

われわれは、会員企業の方々に対しては、先ほどお話のあった求人票もさることなが

ら、どういう形でもいいから、会社のホームページを作るように、と言っています。お金

をかけてウェブ制作会社に頼まなくてもいい、自分たちが手弁当で作ったもので十分です。

ホームページがあれば、高校生は絶対見ます。ホームページを作っている会社と作ってい

ない会社では、確実に入職率に差が出ますので、若者を採用しようとしている会社はぜひ、

ホームページを作っていただければ、いい方向へ変わるのではないかと思います。 

◆従来の枠組みを超えた協力関係の構築 

蟹澤 そろそろ時間ですので、何か言い残したことがあれば、お願いします。 

伊藤 私の地元は静岡県ですが、先ほどの建設産業戦略会議が立ち上がるのとほぼ同時

に県の建設業審議会も開催いたしました。その中でこの人材確保・育成の問題についても、

地域は地域で考えてみようということで、議論がスタートしました。審議会にはもちろん

私も出ていますが、メンバーとして学識経験者や関連の一般法人、団体・企業の方々にも



意見公開◆建設産業の人材確保・育成・技能継承に向けて 

 - 27 -

出ていただいています。こうしたことを皆さまの各地域でもおやりになることを、提案い

たします。それぞれ地域によって人がらも地域性も違うのだから、人材確保・育成につい

て地域の中で考え、議論を広めていくのは、具体的成果を生むのではないでしょうか。 

もう１つは、人材の確保・育成をするには、やはり過剰供給構造とダンピングの問題

に立ち向かわなくてはなりません。今日はそれがテーマではないので、問題提議だけにし

ておきますが、そのことも今後検討していくとよろしいのではないかと思います。 

小島 先ほどの求人票の件ですが、１社で求人票を出すのはなかなか厳しいと思うので、

１つの実例を紹介します。千葉県電業協会が、各学校からの要望と各会員企業のニーズを

ペアリングするシステムを、今年度立ち上げました。協会の会員企業で工業高校からの人

材がほしいという会社があると、協会がその地域の学校に打診して、学校のほうから就職

希望者がいると連絡があったら、そこで初めて企業が学校に求人票を送る。こういう仲介

の取組みを、千葉県電業協会にやっていただきましたので、ぜひこちらでもご検討いただ

ければと思います。 

蟹澤 それでは時間なので、まとめさせていただきます。この短い時間で明るい未来の

ある人材育成の話というのはなかなか難しいところもあり、課題もたくさん残るのですが、

今日は少なくとも複数の前向きなご意見が出たと思います。 

まずは企業単位でやっていただくこととしては、とにかく自信を持って求人票をきち

んと出し、かつホームページなどを作って自社でおこなっている仕事や活動をアピールし、

地震などの災害への支援活動などを具体的に示すのが、おそらくいちばんいいのではない

かと思います。もう１つは、元請団体と専門工事業団体とが対立している場合ではなく、

皆が一丸となって人材問題を考えなければいけないということです。これは、外国の例を

見ればむしろ当たり前のことなので、ぜひみなさん、県レベルから最終的には国レベルで、

専門工事業団体と元請団体が一緒になってこの問題に取り組んでください。先ほど福井さ

んからもありましたが、国交省だけではなく、文科省、厚労省にも働きかけ、この重要な

問題に対しても、ぜひ協力して提言をしていただければと思います。 

そのための場づくりとして、これは私からのお願いですが、国でもやっていますが、
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日建連、全建、建専連などの業界団体側でも、何か人材確保の検討の場をつくって、そこ

から逆に国に提言をしてはどうでしょう。保険問題にしても、発注者や世論に対して説明

していかないといけないので、タッグを組んで、ぜひそのような協力の場づくりをやって

いただければと思います。以上を１つのまとめとして、このパネルディスカッションを終

わりにさせていただきます。みなさん、ありがとうございました。 


